
【資料７】

「今ある資源」「東近江市の現状」 「事業期間」 「中長期（10年後）」

（現状） （課題） （活動内容） （活動結果） （活動によって目指す状態） （目指す地域像）

・属人的にならないよう後任の参考にできない
か。
・一緒に学び気づき協働のきっかけにつなげ
る。

→
・市民との協働の仕方（協働事例）を蓄積。
・市民と市職員の「協働研修」。
・新人職員の研修として協働大賞のヒアリ
ングの機会などを活用し、様々な地域団体
と接点をもってもらう。

→ → →

・学校・事業所のまちづくりへの参加のしくみ
がつくれないか。 → ・教育カリキュラムの中へ「まちづくりへの

参画」などについて学ぶ機会を。 → → →
・地域で活躍している方や活動が市民に知ら
れていない。 → ・市の魅力度向上をはかれないか。 → → →
・「中学生が選ぶ～」から対象を拡大 → ・高校生や大学生（びわこ学院大学）へも

展開できれば。 → → →
→ → → →
→ → → →
→ → → →

→ → → →

→ → → →

・補助金申請のタイミングが合わないことがあ
る。 →

・地域団体からの事業提案型補助金制度
（まちづくり提案ポスト）。施策は行政だけ
が考えるのではなく、市民もいっしょに考
え、行政の支援になる枠組みづくり。

→ → →

・コミュニティビジネススタートアップ支援事業
（SIB）をさらに推進 → ・ふるさと納税・クラウドファンディングを新

たな資金調達に活用。 → → →
→ → → →

・スマイルネット（CATV）などデジタル資源を活
用できていない。
・ＩＣＴツールを活用した場づくりが不十分。
・デジタルとリアリティの織り交ぜたコミュニティ
づくり。

→ → → →

・知られていない既存の交流の場・機会は多
く、もっと知ってもらいたい。 → → → →
・空家バンクなどの物件情報の集約と福祉部
門との連携ができないか。 → → → →
・ボランティアセンターは社協と連携するなど、
地域内の似た動きの連携が不十分。 → ・任せて足りない部分のサポート役になる

ことも検討していく。 → → →

→ → → →
→ → → →

→ → → →
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・わくわく市民活動支援補助金

・コミュニティビジネススタートアッ
プ支援事業（SIB事業）

・事業指定寄付制度「にじまちサ
ポーターズ」

・東近江三方よし基金

人材育
成と意識
改革

推進体
制の整
備

・市民協働推進委員会

・地域担当職員制度

・庁内各種委員会

・市民活動情報誌「にじまち」

・まちづくりネット東近江ＨＰ・ＳＮ
Ｓ・YouTubeチャンネル

「事業完了時」

資金の
調達

情報の
共有

交流・活
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施策
内容

・「共に考え、共に創る」わがまち
協働大賞・・・「中学生が選ぶ協働
大賞」も合わせて実施

・地域担当職員研修「共創塾」

・まちづくりネット東近江の事務所
の独立

・一般社団法人東近江住まいる
バンク

・わくわくこらぼ村
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→ → → →

協 働 で
取り組む
しくみ

・協働ラウンドテーブル運営委員
会で円卓会議を実施。

・「まちのわ会議」を地域活動に向けた対話の
場として活動をさらに促進する。
・市民への認知度が低い。

→ ・まちづくり懇談会もまちのわ会議でできな
いか。 → → →

参画機
会の充
実

・市民のつぶやきを施策に活かせないか。 →
・PDCAにおいて「Ｄ」の他にも「Ｐ（計画）」、
「Ｃ（評価）」へも協働の視点を入れるしくみ
を模索。

→ → →

→ → → →
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・中間支援組織の役割はますます重要。体制
の強化と機能拡大に向けた支援方法を不十
分

→ →

「事業完了時」

→

まちづく
り協議会
活動の
推進

地域自
治のしく
みづくり

自治会
活動の
推進

中 間 支
援 機 能
の充実

施策
内容

・まちづくり総合交付金

・コミュニティセンターをまちづくり
の拠点として活用

・まちづくり懇談会

・まちづくりネット東近江が認定Ｎ
ＰＯ法人に認定

・市民活動支援（中間支援）事業

・地域づくりの役割分担の見える化ができてい
ない。

・自治会活動の見直しが進んでいない。
・自治会の枠を超えた課題への対応をどうして
いくか。

・転入者への自治会加入の促進
・未設置地域での組織化支援
・まちづくり資料集
・自治会まるごと支援メニュー及
び活用ＤＶＤを作成。
・自治会連合会運営補助金

→

・「自治会まるごと支援メニュー」をさらに活
用してもらう。
・ヒントや事例は、市ＨＰなどと連携し随時
更新を図る。活用に向けて、周知の継続と
まちづくりネット東近江との連携方法を模
索する。
・まちづくり協議会との新たな協働の枠組
みを検討。

→ → →

・地域全体のコーディネイトに向けた支援
を模索。

→

→ → → →

→→→


